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第１ 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価 

 

平成 19 年 6 月に「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部が改正され、

平成 20 年度から、教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状

況について、教育委員会自らが点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成

し、議会に提出するとともに、公表することが義務付けられました。また、点検及び

評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図るものと

するとされました。 

 

【根拠法令】地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抄） 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第 26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第 1 項の規定により教育長

に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第 4項の規定により事務局職

員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価

を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しな

ければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有す

る者の知見の活用を図るものとする。 

 

 

第２ 平成 30 年度 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方

針について 

 

新宿区教育委員会では、平成 30 年第 6 回教育委員会定例会において議決した「平

成 30 年度 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方針」に基

づき、点検及び評価を実施します。 

 

１ 実施目的 

(1) 教育委員会が、教育に関する事務及び執行状況を点検及び評価し、課題や今後の

改善の方向性を明らかにすることにより、効果的な教育行政の一層の推進を図る。 

(2) 点検及び評価の結果に関する報告書を作成し、議会に報告するとともに、公表す

ることにより、区民への説明責任を果たし、信頼される教育行政の推進を図る。 

 

２ 点検及び評価の対象 

 新宿区教育ビジョンに掲げる全ての個別事業とする。 
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３ 実施方法 

(1) 点検及び評価は、平成 29 年度の個別事業の進捗状況を総括するとともに、平成

28 年度から平成 29 年度までの 2 年間を通じた個別事業について総括する。また、

課題や今後の方向性を示すものとする 

(2) 学識経験者の意見を聴取した上で実施する。 

(3) 10 月の教育委員会定例会において点検及び評価の結果をまとめた報告書を決定し、

翌年度の事業実施方針及び予算見積もりに反映する。また、報告書は区議会へ提出

するとともに公表する。 

 

 

第３ 点検及び評価会議の実施 

 

○ 日時 7 月 19 日 10:00～12:00 

○ 本庁舎 6 階 第四委員会室 

○ 学識経験者 

・ 児島 邦宏 氏 東京学芸大学名誉教授 

・ 菅野 靜二 氏 元早稲田大学大学院教職研究科教授 

・ 村上 祐介 氏 東京大学大学院教育学研究科准教授 

○ 内容 

平成 29 年度個別事業実績説明及び意見聴取 

 

 

第４ 平成 29 年度新宿区教育委員会の活動について 

 

新宿区教育委員会の会議は原則として毎月第一金曜日に定例会を開催し、必要に応じ

臨時会を開催しています。 

平成 29 年度は、定例会 12 回、臨時会 9 回を開催し、議案 49 件、協議 3 件、報告

38 件について審議等を行いました。 

 

＜主な審議等＞ 

 平成 30 年度から使用する区立小学校教科用図書（「特別の教科 道徳」）について、

7 月の臨時会において、公平・公正に討議・検討を行いました。採択の候補となる教科

用図書について、最終的に 6 人の委員がそれぞれの意見を述べ、全委員の意見の一致に

より、8 月の定例会で、新宿区の児童にとって適切な教科用図書を採択しました。 

 また、平成 21 年 3 月に策定した教育ビジョンについて、策定から 9 年が経過するこ

とから、これまでの取組状況や課題、学習指導要領の改訂等を踏まえ、10 年後の子ど

もたちの育ち・学びを見据えた新たな「新宿区教育ビジョン（平成 30（2018）年度～
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平成 39（2027）年度）」を策定しました。 

 新宿区立女神湖高原学園について、平成 29 年度をもって指定管理期間が満了となる

ため、同施設を管理する指定管理者として信州リゾートサービス株式会社を指定しまし

た。 

 

＜主な取組み＞ 

 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を、これからの国際社会・

共生社会を生きる子どもたちにとってまたとない機会と捉え、平成 28 年度から取り組

んでいる区独自のオリンピック・パラリンピック教育をより一層充実させ、着実に実施

しました。具体的には、希望する児童・生徒を対象に、英語だけの環境に身を置く 2 泊

3 日の英語キャンプの定員を拡充するとともに、伝統や文化を学ぶきっかけづくりを行

うための新宿ものづくりマイスター体験講座を全中学校で実施するなど伝統文化理解

教育の充実を図りました。また、ブラインドサッカーをはじめとした障害者スポーツ体

験事業を全校に拡大して実施するなど障害者理解教育に引き続き取り組みました。 

 学校図書館の充実として、平成 29 年度から、学校図書館支援員の配置時間を延長し、

小学校の学校図書館を放課後等に子どもたちに開放するモデル事業を実施し、自学自習

や調べ学習に活用できる場としての整備拡充を図りました。 

 このほか、授業の質的向上を図り、子どもたちの学習意欲をより一層引き出すため、

区立小・中学校・特別支援学校の教育用ネットワーク及び教室用 ICT 機器をより使い

やすく、教育効果の高い最新の ICT 機器（タブレットパソコン・電子黒板機能付きプ

ロジェクタ・実物投影機）に更新しました。 

 

＜教育委員会の会議以外での教育委員の活動＞ 

教育委員は、定期的に学校を訪問し、学校の経営方針等の説明を受けるとともに、授

業の様子や施設の状況等を視察し、学校の実態把握に努めています。また、教育委員会

が指定した学校が 1～2 年間かけて研究した成果を発表する研究発表会に出席したほか、

新宿区立中学校生徒会役員交流会で生徒会役員の生の声を聞き、保護者代表者懇談会で

PTA 役員の方々と意見交換を行いました。 

また、平成 28 年度に開始した英語キャンプについて、現地での実施状況を把握する

ため女神湖高原学園を訪れ、小学校の部及び中学校の部を視察しました。 

今後も、学校訪問等の機会を通じて、教員や保護者等との意見交換の場を持ち、現場

の実態を踏まえ、教育の諸課題に的確かつ迅速に対応していきます。 

また、新宿区総合教育会議では、「教育を行うための諸条件の整備その他の地域の実

情に応じた教育、学術及び文化の振興を図るため重点的に講ずべき施策について」を議

題として、区長と意見交換を行い教育の課題の共有を図りました。 

 

学校訪問実施校数：20 校 
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研究発表校数：2 校 

新宿区総合教育会議：①平成 29 年 7 月 26 日 ②平成 29 年 11 月 17 日 

 新宿区立中学校生徒会役員交流会：平成 29 年 12 月 25 日 

 保護者代表者懇談会：平成 30 年 2 月 7 日 
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第５ 新宿区教育ビジョン(第一期：平成 21～29年度)の概要  

   ～3つの柱と 14の課題～ 

 

 

 

 

 

変化の激しい時代を担う子どもたちは、社会において自立的に生きるため、知・徳・

体のバランスのとれた「生きる力」を身につける必要があります。子どもの学力や学習

の状況、心や体の状況など様々な課題を的確にとらえ、子どもたちの力を着実に伸ば

す、より質の高い学校教育を実現します。 

 

課題１ 確かな学力の向上 

○ 義務教育で身に付けるべき基礎学力を保証するために、特に、基礎的・基本的な学力が

十分身に付いていない子どものための対策を講じ、すべての子どもが確実に基礎学力を身

に付ける指導を徹底します。 

○ 変化の激しい時代に求められる思考力・判断力・表現力等を養うため、活用型・探究型の

学習指導を実践します。また、異なる文化との共存や国際協力の必要性があることや、環境

問題やエネルギー問題といった地球規模での課題解決のための科学技術系の人材育成

が求められていることから、外国語教育と理数教育を充実します。 

○ 学習意欲を高めるため、主体的に学ぶ機会を充実します。また、家庭における学習習慣

の定着に向けた取組みを進めます。 

 

課題２ 豊かな心と健やかな体づくり 

○ 豊かな人間性や社会性をはぐくみ、子ども一人ひとりに自信をもたせ、自分自身を肯定的

に受け止め、良い面を見い出すことができる感情を養います。 

思いやりの心を育て、互いの命の大切さについても考えさせるとともに、子どもたちが社会

における自己の役割について考え、社会の一員であることの認識を深めます。 

  また、伝統文化理解と郷土新宿に愛着をもち地域の発展に寄与したいと思う気持ちを育

成します。 

○ スポーツを通じて健康づくりや体力の向上に向けた取組みを進めるとともに、学校・家庭・

地域が連携して、積極的に運動やスポーツに親しむ習慣や意欲・能力を育成します。 

子どもたちの心身のバランスのよい発達のため、家庭と連携し、望ましい食習慣等、健康

的な生活習慣の形成を促します。 

○ 2020 年の東京オリンピック・パラリンピックの開催を契機として、国際理解教育や英語教育

を一層充実するとともに、自国の伝統文化に対する理解を深め、グローバル社会を担う子ど

もたちの国際感覚を養います。また、障害者に対する理解と思いやりの心を育むとともに、

子どもたちのスポーツへの関心を高め、体力の向上を図ります。 

 

     子ども一人ひとりの「生きる力」をはぐくむ質の高い学校教育の実現 

柱１ 



6 

課題３ 言語・体験活動の充実 

○ 調べ学習をはじめとする言語活動を重視した指導により、言語に対する関心や理解を深

め、思考・判断等の知的活動やコミュニケーション、感性・情緒の基盤である言語能力を高

めます。 

○ 教育活動全体を通して、体験的な活動や問題解決的な学習を積極的に取り入れ、子ども

一人ひとりの実践的な態度・能力を育成します。 

○ 子どもの日々の生活のなかに読書の時間を確実に取り入れることができるようにするなど、

読書に親しむ環境を整えます。 

 

課題４ 就学前教育の充実 

○ 就学前の子どもに対する保育・幼児教育の機会を充実するとともに、施設の選択の幅を広

げ、保護者が公私立の幼稚園・保育園・子ども園を個々のニーズに応じて選択できる社会の

実現を図ります。 

○ 区立幼稚園・保育園・子ども園が交流や研修等を継続的に進め、それぞれの良さと特性

を学び合い、互いの保育内容の一層の充実を図ります。また、交流や研修等については、

就学前の子どもの育ちをともに担う、私立の幼稚園や保育園にも働きかけていきます。 

○ 区内の子育て支援を担う施設と十分に連携しながら、幼稚園における子育て支援機能を

充実します。 

 

課題５ 連携教育の推進 

○ 幼児教育・保育と小学校教育との滑らかな接続のため、小学校と幼稚園・保育園・子ども

園との連携を十分に図り、相互の教育と連続性についての共通理解を進めます。 

○ 中学校において、生徒がスムーズに中学校生活をスタートすることができるよう、小学校段

階の教育内容を再度取り上げて繰り返し指導するといった工夫や、小・中学校の教員が授

業を見合う、共同して授業をするなど、相互交流の一層の促進を図ります。 

また、各教科の連携プログラムを活用し、効果的・効率的な学習内容の接続を図り、確か

な学力の向上につなげます。また、小学校において、教科担任制の検討を進めます。 
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子どもの教育において、新宿の伝統・文化を生きた教材として積極的にとり入れ、地

域に根ざした教育を進めていくことが大切です。また、教育に対する保護者や地域の

多様な要請にこたえていくために、家庭・地域・学校がともに学び、ともに育つ関係を実

現します。 

 

課題６ 地域との連携による教育の推進 

○ 地域の住民や保護者等が学校運営や学校評価に参画するしくみを構築します。 

また、地域に開かれ信頼される学校を実現するため、保護者や地域の住民の意見や要望

を的確に反映させ、それぞれの地域の創意工夫を活かした学校づくりを目指します。 

○ 地域に根ざした学校づくりを進めるため、学校と地域をつなぐスクール・コーディネーター

等の一層の活用を図るとともに、地域が学校を支援する組織づくりを支援します。 

また、新宿のまちの特性を活かした教育活動を進めるため、学習教材として、地域の歴史、

芸術、文化等の資源をより積極的に活用します。 

 

課題７ 家庭の教育力の向上と活動支援 

○ 保護者が、家庭教育における自らの役割や重要性を自覚し、自信をもって子どもを育て、

必要なしつけができるような学習の機会や場を充実します。 

また、保護者の学校行事や地域活動への参加のきっかけづくりや、家庭教育等の講座終

了後も自主的な活動や保護者どうしのつながりが継続するしくみづくり等、多様な形態による

家庭の教育力の向上を支援していきます。 

○ 保護者が保護者会へのかかわりや、ＰＴＡ活動への参画意識を高めるための支援体制を

充実させます。 

また、地域振興部や子ども家庭部等と連携し、ＰＴＡ活動と地域のさまざまな活動団体との

協力関係を築いていきます。 

 

課題８ 地域の知の拠点としての図書館の充実 

○ ライフステージに合わせた読書活動を推進し、図書資料の提供だけではない、地域の

人々との学びあいや地域社会におけるさまざまな情報と人の交流を通じて、「情報と出会う」

広がりをもったサービスを提供していきます。また、区内全域に向けての情報発信機能を強

化し、地域や大学等との連携や協働をより一層推進するなど、中央図書館の機能を見直し、

図書館サービスを再構築します。 

地域図書館を身近な「地域の知の拠点」として位置付け、区民の読書活動を支援し、ビジ

ネス情報、医療・健康情報等の区民の知りたい要望にこたえ、生活に役立つ情報支援を行う

など、地域文化の発展に寄与していきます。 

○ 図書館が事業主体となって、家庭や地域、学校と連携して発達段階に応じた読書活動を

 
     新宿のまちに学び、家庭や地域とともにすすめる教育の実現 

柱２ 
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推進することにより、子どもが読書を通じて生涯にわたり学習し、自己実現を図るきっかけづ

くりを行います。 

 

課題９ 子どもの安全の確保 

○ 子どもを巻き込んだ事件・事故から子どもの安全を守るため、安全教育や危機回避能力

の育成、危機管理意識の啓発活動を絶え間なく行っていく必要があります。併せて、保護

者や地域の方を巻き込んで、通学路や日頃の生活の場でも子どもの安全を守る意識の向

上を図ります。 

また、メディア等からのさまざまな有害情報やインターネット利用の危険性から子どもを守

るために、学校での情報モラル教育を通して子どもに正しい対応の方法を身に付けさせると

ともに、家庭の協力を得て、家庭等での利用に関するルールづくり等を進めていきます。さ

らに、事件・事故や自然災害から子どもの安全を確保するため、すべての小・中学校におい

て教育指導と施設管理面における学校安全を実現していきます。 

 

 

 

 

 

子どもがよく学び、よく遊び、心身ともに健やかに育つことを目指し、高い資質・能力

を備えた教師が自信をもって指導に当たり、いきいきと活気ある活動を展開する学校

を実現します。 

 

課題 10 学校の適正規模の確保と適正配置 

○ 子どもたちのよりよい教育環境の実現に向け、適正な規模の学校を適正に配置するととも

に、老朽化した学校施設の整備を計画的に進めていきます。 

○ 今後、統合等により新校舎を建設する場合、高機能かつ多機能で変化に対応しうる弾力

的な施設環境と健康的で豊かな教育環境を確保し、地域の生涯学習やまちづくりの核とし

ての施設整備を行います。また、自然環境に配慮するとともに、省資源、省エネルギーを考

慮した施設を建設します。 

 

課題 11 学校の経営力の強化 

○ 校長・園長のリーダーシップのもと、組織的で実行力のある学校・園運営を行っていくため、

校長・園長の裁量予算の一定額確保や公募制等の人事権の拡充に向けた取組みを進めま

す。 

また、管理職のリーダーシップの強化や教職員のメンタルヘルス管理も含めた組織マネジ

メント能力の向上を図る研修を充実します。 

○ 学校の情報化による事務の効率化を図るとともに、適切な事務分掌と分担を徹底するなど、

学校の事務体制の見直しを行います。 

○ 子どもや保護者が自らの通学する学校の特色や教育目標を把握できるよう情報の提供に

     時代の変化に対応した、子どもがいきいき学ぶ教育環境の実現 

柱３ 
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努めるとともに、就学制度について検証を行い、適切な運営を図ります。 

 

課題 12 教員の授業力の向上 

○ 教職員それぞれの経験と職層に応じた研修を体系的に実施し、教員の資質・能力の向上

を図ります。また、校・園内研究や研究発表等を通して教員の自主的な研修意欲の高揚を

評価・奨励し、教員が自ら学ぶ意欲をもつ風土の醸成を図ります。 

○ 学校の情報化を進め、「わかる授業」を実践するとともに、教員同士が情報を共有し、相互

に教材を開発・活用できる環境づくりを進めます。 

これにより、児童・生徒の学習意欲の向上や学習理解を深めるとともに、教員間の効率的

な学び合い等、教育の内容・方法・手段等の改善につなげていきます。 

 

課題 13 支援を要する子どもに応じた教育の推進 

○ いじめ、不登校にかかわり、各学校、教育センターにおける取組みを充実させ、ひきこも

り・不登校の児童・生徒の出現ゼロを目指します。 

また、教育センターの教育相談体制を整備するとともに、教育相談室やつくし教室と学校

の連携を進めます。家庭に課題のある場合については、地域のさまざまな機関や民生委員、

児童委員等とのネットワークを広げ、家族ぐるみの支援を行っていきます。 

○ 障害のある子どもたちにとっては、幼児期からの支援が大切であることから、保育園、子ど

も総合センター等との連携を図り、幼児の保護者への働きかけや幼稚園と小学校の保護者

の連携を進め、早期からの支援に努め、就学前から卒業まで一貫した適切な指導や支援を

行うことのできる体制を整備します。 

○ 日本語がわからない状態で日本の学校に転入してくる幼児・児童・生徒が日本の学校生

活に慣れ、日本での生活が円滑に行われるように日本語の初期指導を行うとともに、必要な

教科学習の支援を行います。 

 

課題 14 学校施設の整備 

○ 教育環境の整備として、安心して学べる学校施設を目指し、施設の保全を図るとともに時

代に即した改修を進めていきます。 

また、環境に配慮した学校施設のあり方について、CO₂削減等の環境に配慮した設備の

導入や屋上緑化・壁面緑化の実施等、さまざまな可能性を検討しながら推進していきます。 
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第６ 新宿区教育ビジョンに掲げる 

 個別事業の点検及び評価 

 

 

（１）点検・評価シート 

点検・評価シートの見方 

事業目的・事業概要 各事業の目的や主な内容について記載しています。 

※
年
次
別
計
画
の
記
載
の
あ
る

事
業
の
み 

平成 27年度末の状況 各事業の平成 27年度末における状況を記載しています。 

平成 29年度末の目標 

（平成 28年度当初時点） 

各事業の平成 28年度当初時点における平成 29年度末の

目標を記載しています。 

平成 29年度当初の計画 各事業の平成 29年度当初の計画を記載しています。 

 
平
成
29
年
度 

進
捗
状
況 

(A) 
取組み状況、成果

（数値） 

各事業の平成 29年度の取組みの状況や、実績値等を記載

しています。 

(B) 
取組み状況の評

価、課題 

(A)欄に対する評価や、平成 29年度末の目標達成に向け

た課題等について記載しています。 

2年間（平成 28・29年度）を通じ

た成果・総合評価 

2年間（平成 28・29年度）について、目標の達成状況等

を踏まえ、成果や総合評価及びその理由を記載していま

す。 

2年間の達成度 

A:当初の想定または予定していた成果以上の成果をあげた 

B:当初の想定または予定していた成果をあげた 

C:当初の想定または予定していた成果が十分あげられなかった 

改善内容、今後の取組み方針 
評価結果や課題等を踏まえ、改善内容や今後の取組み方

針を記載しています。 
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（２）学識経験者の指摘・意見及び教育委員会の対応・判断 

 

＜主な評価対象事業について＞ 
 

① 家庭の教育力の向上支援 

４１ 入学前プログラムの充実（教育支援課） 

４２ 多様な形態による家庭教育事業の実施（教育支援課） 

４３ ＰＴＡ活動への支援（教育支援課） 

４４ 保護者の学校行事等への参加促進（教育支援課） 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

  「入学前プログラム」は開始から 12 年目を迎

え、定着してきているのが大きな成果である。

「(A)取組み状況、成果」に記載の参加率 94.7％、

肯定的評価 9 割以上と記載があるが、数値より

も、入学前プログラムの内容が保護者にどうい

う影響を与えているか、成果がどのような形で

表れているかが大切である。取組み状況の評価

や課題では、その部分についてもわかるように

記載していくべきである。 

 

・ 「入学前プログラム」については、子ども同士

の関係づくりだけでなく、幼稚園、保育園等、異

なる就学前施設を利用していた保護者同士の関

係づくりにも役立っており、学校からも高い評

価を受けています。ご指摘を踏まえ、点検・評価

シートにはその成果がわかるように記載すると

ともに、入学後の状況についても引き続き把握

するなどし、よりよい事業づくりに努めていき

ます。 

  「多様な形態による家庭教育事業の実施」の家

庭教育ワークシートについても、難しいことか

もしれないが、保護者の啓発や成長にどう結び

ついたかという変化がわかるようにできるとよ

い。 

 

・ 家庭教育ワークシートについては、学校などを

通しての配布だけでなく、イベントでの配布や

幼稚園の保護者会での活用も行っています。子

育てメッセなどのイベントでは、手にした保護

者から直接、感想や意見を聞くことができ、貴重

な機会となっています。また、家庭教育ワークシ

ートを利用した保護者会等での家庭教育事業で

は参加者からのアンケートを通して、意識の変

化を知ることができます。今後も、様々な機会を

通して保護者の反応や変化などを把握できるよ

うに努めていきます。 

 

  「保護者の学校行事等への参加促進」は、企業

への理念の普及にとどまっているのか。保護者

が学校行事等に参加しやすくなった、ボランテ

ィア休暇をとりやすくなったといった具体的な

声が出てくるとよい。非常に重要な事業なので

今後も進めていってほしい。 

 

・ 「保護者の学校行事等への参加促進」について

の文書を求める保護者もいることから、職場で

活用されていることが推測されます。東京商工

会議所新宿支部の協力により同文書を事業主宛

てに配布することは、区としての姿勢を示す重

要な機会でもあるため、引き続き推進していき

ます。 
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 ② 新学習指導要領を見据えた教育の推進 

 ５ 習得・活用・探求型の学習指導の充実（教育指導課） 

 ６ 外国人英語教育指導員の配置（教育支援課） 

 ７ サイエンス・プログラムの推進（教育支援課） 

１１ 道徳教育の充実（教育指導課） 

１７ 国際理解教育及び英語教育の推進（教育支援課） 

１８ 伝統文化理解教育の推進（教育支援課） 

２４ 言語活動の充実（教育指導課） 

２５ 体験的な活動の充実（教育支援課） 

２６ 移動教室等における自然体験活動の実施（教育支援課） 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

  「道徳教育の充実」について、「特別の教科 道

徳」ができて道徳の授業が変わったわけだが、今

までの授業との違いがどこにあるのか明確にな

るような研究や研修が必要である。 

  また、小学校と中学校の道徳をどのようにつ

なげていくのか、学校活動全体を通して道徳的

な資質をどう高めていくのか、こうしたことに

ついても、一人ひとりの教員が自分のこととし

て考えて、主体的に参画できるよう啓発してい

くことも重要である。 

 

・ 「特別の教科 道徳」については、平成 27・28

年度に小・中学校それぞれ１校を教育課題研究

校に指定し、教科化による授業の在り方等につ

いて研究を行いました。小学校と中学校のつな

がりについては、学習指導要領上で体系的に整

理されており、教育課題研究校の研究でも、指定

された小・中学校が定期的に打ち合わせを行い、

共同で研究を進めました。すべての区立学校の

教員が研究発表に参加し、成果を共有しました。  

  平成 30 年 8 月に採択した、平成 31 年度から

使用する中学校の教科用図書（特別の教科道徳）

を使用した指導の在り方や、特別の教科道徳を

要とした道徳教育の充実について、今後ご意見

を踏まえながら、教員研修の中でも取り入れて

いくとともに、一人ひとりの教員が自分のこと

として考えて、主体的に参画できるように工夫

を図っていきます。 

 

  学習指導要領の改訂に伴い、「習得・活用・探

究型の学習指導」から「主体的・対話的で深い学

び」へと方向転換が図られる中で、これまでのも

のとこれからのものをどうつなげていくのかに

ついて、学校現場にどのように方向づけをする

のか、指導していくのかが行政として大きな課

題である。 

 

・ 「主体的・対話的で深い学び」については、平

成 28・29年度に小・中学校それぞれ１校を教育

課題研究校に指定し、これまでの学習指導を振

り返りながら、新たに取り組むべき指導の在り

方等についての研究を行いました。また、平成 29

年度には夏季集中研修等において、趣旨等の周

知を進めました。 

  現在、各学校の校内研究会や教員の主体的な

研究組織である教育研究会等において、「主体

的・対話的で深い学び」について研究が行われて
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いるところです。教育委員会としても学校訪問

等を通じて、円滑な実施のために適切な指導・助

言を行っていきます。 

 

 「習得・活用・探究型の学習指導の充実」「道徳

教育の充実」について、取組みが授業実践にどれ

くらい結び付いているのか、先生方の気付きや

学び、授業の工夫等が効果として表れているの

か、そうした点を示していってもよいのではな

いか。 

 

・ 「習得・活用・探究型の学習指導の充実」「道

徳教育の充実」について、ご指摘を踏まえ、教育

課題研究校の発表会における参加者のアンケー

ト結果から「教育課題に対する理解が深まった」

「授業実践に活用できる」とした教員の割合を

点検・評価シートに記載しました。 

 「体験的な活動の充実」について、全員参加で

行う事業と希望者参加で行う事業とに、事業を

仕分けしていくことは非常に重要である。行政

がすべて行っていくことは難しいことである

し、学校で行うことも増えていってしまう。希望

者が参加する英語キャンプなどの事業の方向性

はよいので、今後もこうした方向性を検討して

いってほしい。 

 

・ 英語キャンプと同じように希望者が参加する

事業として、現在、動物園や科学館での見学・実

習やプログラミングなどを行う理科実験教室、

染色業の工房見学等を行っています。 

 今後も引き続き、全員参加の事業の実施だけ

ではなく、事業の効果的な手法を見極めながら、

希望者が参加する事業の実施を進めることで、

体験的な活動の充実を図っていきます。 

 

  「国際理解教育及び英語教育の推進」について、

楽しさを実感したという割合も 90％近い数値と

なっており、また行政がニーズに対応して定員

を拡大しているということからも評価できる。 

 

・ 英語キャンプについては、引き続きニーズの把握

に努めるとともに、プログラム内容や事後学習の充

実を図り、事業目的の実効性をさらに高めていきま

す。 
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③ 教員の勤務環境の改善・働き方改革 

 ２ 学校サポート体制の充実（教育指導課） 

１９ 体育指導者等の確保（教育支援課） 

２３ スクールカウンセラーの派遣（教育支援課） 

５９ 学校事務の効率化（教育調整課） 

６５ ICT を活用した教育環境の充実（教育支援課） 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

  「学校サポート体制の充実」について、産育休

代替教員の研修や学習指導支援員の研修という

のはとても素晴らしいことなので、引き続き正

規の教員以外のサポートもよろしくお願いした

い。 

 

・ 「学習指導支援員・産休育休代替教諭研修会」

を、年間３回実施しています。また、学校からの要

請に応じて、学校支援アドバイザーが個別に指導・

助言を行っています。 

   引き続き、産育休代替教員や学習指導支援員の

サポートを実施していきます。 

 

  「学校事務の効率化」に関連したところで、平

成 30 年 3月にとりまとめた「教員の勤務環境の

改善・働き方改革第一次報告書」は素晴らしい内

容になっていて、細かく配慮されているため、評

価できる。 

  今後、各学校の規模や特性等、実情をきめ細か

く見ていきながら、働き方改革を着実に実行し

ていっていただきたい。 

 

・ 平成 30年 3 月にとりまとめた第一次報告書に

加えて、30 年度に実施する具体的な取組内容を

中心にまとめた「教員の勤務環境の改善・働き方

改革第二次報告書」を 7月に作成しました。 

  教員が健康でやりがいを持ちながら子どもた

ちと向き合い、質の高い教育活動を継続できる

よう、これらの報告書で示した 34の具体的な取

組の方策について、教育委員会と学校で連携し

ながら、学校現場の実情に応じて着実に実施し

ていきます。 

 

  学校運営を進めるにあたっては管理職からの

トップダウンと一般教員からのボトムアップの

バランスがとても重要である。どちらか一方だ

けでは学校運営はうまくいかない。働き方改革

を進める中で、これも今後の課題として捉えて

いくことが大切である。 

・ 教員の勤務環境の改善・働き方改革を進めるに

あたっては、各学校・園において、ボトムアップの

機会として校園長、副校園長、主幹教諭、若手教

諭等の教職員による検討組織を整備し、各学校の

実情に応じた組織的・継続的な取組の実施につな

げていきます。 

また、平成 30 年度は、働き方改革の一環として

校務の整理と分散化を促すため、「校務分掌の可

視化」をテーマに研修会を実施しました。 

この中で、各分掌主任と管理職を対象にした研

修会をそれぞれ実施し、相互に情報を提供するな

ど関連付けることで、管理職と一般教員の意識の差

に気付かせるとともに、それぞれの職層に応じた役

割を明確にした上で、働き方改革を主体的に進め
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ていく必要性について確認しました。 

   今後も、管理職及び一般教員それぞれが主体的

に働き方改革を進められるよう、研修会の実施や学

校現場における業務改善の支援等を行っていきま

す。 

 

 

 

 

＜その他の事業について＞ 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

  「地域協働学校（コミュニティ・スクール）の

推進」について、新学習指導要領の中で「開かれ

た教育課程」が示されたことが大きな改善点で

ある。ただし、本旨と異なり全国的にコミュニテ

ィ・スクールは一般的に地域運営学校になって

おり、本来の地域共生学校として地域へ活動内

容を開いていくものになっていない実態があ

る。学校支援ボランティアをうまく地域協働学

校に取りいれていく体制をつくっていく必要が

ある。 

 

・ 平成 29年 4月に、すべての区立小・中学校が

地域協働学校となりました。新宿の強みである

地域協働学校を基軸として、子どもたちに求め

られる資質・能力とは何かを社会と共有し、連携

する「社会に開かれた教育課程」を柱とする新学

習指導要領の趣旨をふまえ、地域とともにある

学校へのさらなる展開を図っていきます。今後

は、地域の方による有償ボランティアであるス

クールスタッフ等のしくみとの融合についても

検討していきます。 

 

  「家庭学習のすすめ」に関連して、新宿区教育

ビジョンのリーフレットの裏面にも「家庭への

メッセージ」として、「あいさつを習慣づけまし

ょう」「早寝・早起きをしましょう」「宿題は必ず

やらせましょう」とメッセージがあるが、いろい

ろな家庭がある中で教育委員会が全家庭向けに

一律、一方的に発信する方法がよいのか考えて

いく必要があるのではないか。リーフレット「家

庭学習のすすめ」も同様で、間違ったしつけや行

き過ぎた家庭教育から児童虐待につながること

も考えられる。 

  これからの教育のあり方、これからの子育て

のあり方について若い保護者にどう説得力をも

って啓発するかが課題である。 

 

・ 親が子育てについて学ぶ機会や、子どもと一緒

に過ごす機会時間・過ごし方等がそれぞれの家

庭により異なる中にあっても、すべての子ども

の可能性を最大限に伸ばし、社会性・人間性を育

むことができるよう、家庭の状況に応じた子育

て支援や、親の学び・育ちを支援する必要があり

ます。 

  保護者が安定した心で子どもに接することが

でき、教育力の向上を図ることができるよう、時

代の変化や新宿ならではの家庭の実態等を捉

え、関係機関等と連携を図りながら、啓発や情報

発信の方法等について工夫を凝らしていきま

す。 
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  「３１ 就学前教育合同研修等の充実」「３３ 

連携・接続カリキュラムづくりや指導方法の改

善」「３４ 保・幼・小合同会議」について、就学

前施設と小学校との連携を図るためには、公立

園だけではなく、私立園も含めて行っていくこ

とが大切である。難しい課題ではあるが、今後う

まく進めていってもらいたい。 

 

・ 就学前合同研修会では、私立子ども園及び私立

保育園の保育士が参加して、合同の研修を行っ

ています。また、各小学校で実施している保・幼・

小合同会議については、次年度の就学の状況に

応じて、学校ごとに近隣の私立園に声掛けを行

うなどして連携を図っています。 

  また、食育実践事例集等、就学前の幼児の教育

にかかわる教育委員会作成資料については、参

考送付するなど、情報共有にも努めています。 

  ご意見を踏まえて、関係各課・就学前施設との

連携を深めながら、取組みを充実させていきま

す。 
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＜総括的な意見＞ 

 

 ●児島 邦宏 氏 

   学習指導要領が変わり転換期にきている。それぞれの教育活動の中身も変わり、授業時数

も膨らんでいて、学校としては大変な状況にある。そうした中で、各学校が学校目標以下、

PDCA サイクル等であらためて全体を見直す時期にある。学校に配置されているさまざま

なスタッフ等のそれぞれのつながりはどうなっているのか、組織としてどうなのか、学校が

うまく機能しているのかどうかといった点についても、学校で見直しが行われるよう、行政

が指導していくことが重要である。今回の働き方改革はその点を後押ししてくれる大事な

ことなので、今後の課題としてしっかりと取り組んでいっていただきたい。 

 

 ●菅野 靜二 氏 

   多くの事業を取り組まれてきて、数値では図れない成果が、さまざまなエピソードを通し

て表れてきているのではないか。それをどう把握し、示していくのかが引き続きの課題であ

る。 

   また、震災等の災害や熱中症、虐待など、最近、安全が重要なテーマになっているところ

である。教育委員会でもさまざまな事業に取り組まれる中、この安全の視点を大事にして、

今後も事業を進めていっていただきたい。 

 

 ●村上 祐介 氏 

   効果を検証する際に、施策を行うグループのみを対象として事後に効果を測定するだけ

では、成果があったことを示すには不十分である。可能な施策については、例えば施策を行

うグループと施策を行わないグループに分け、さらに事後ではなく事前にもそれぞれのグル

ープで効果を測定しておくことで、より正確に効果を検証することができる。こうした検証

方法は施策を行うグループと施策を行わないグループを無作為に割り振る必要があるため、

全ての施策で可能とは限らないが、例えば新規施策を行う際には参考になると思われる。 
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＜まとめ＞ 

 ～総括的な意見を踏まえた取組みの方向性と教育ビジョンの推進に向けて～ 

 

○ 平成30年度の点検及び評価では、教育ビジョンに掲げる全ての個別事業について取組み

の進捗状況や成果を総括するとともに、平成28・29年度の2年間を通じた個別事業につい

ても総括しました。また、家庭を取り巻く状況が一層変化する中での家庭の教育力の向上

支援や、新学習指導要領を見据えた教育の推進、教員の勤務環境の改善・働き方改革とい

った、新たな局面を迎えた重要課題等について、学識経験者からの意見をいただきまし

た。個別事業全体では概ね目標を達成しており、新宿区が目指す教育の実現に向け、着実

に個別事業の実施に取り組んできたものと考えています。 

 

 ○ 学校教育では、小学校で平成 32年度、中学校は平成 33年度から全面実施される新学習指

導要領への対応が求められています。これまでの教育実践の蓄積を活かしながら、子どもた

ちの知識の理解の質を高め、これからの時代に必要な資質・能力を育む「主体的・対話的で

深い学び」の実現に向けて授業の工夫・改善を図ります。また、「社会に開かれた教育課程」

を柱とする新学習指導要領の趣旨をふまえて、地域の人々とこれからの子どもたちに必要

な資質・能力や教育内容を共有し、地域社会と一体となって子どもたちの育成に取り組んで

いきます。 

 

 ○ さらに新学習指導要領の実施に向けて学校教育の充実が求められる中、教員の長時間勤

務の実態を解消することにより、教員が健康でやりがいを持ちながら子どもたちと向き合い、

学校教育を維持向上させていくことが急務となっています。引き続き学校管理職と連携を十

分に行い、報告書としてとりまとめた教員の勤務環境の改善・働き方改革の取組を着実に実

施していきます。また、各学校の実情に応じた業務改善や教育活動の充実等が行われるよう、

学校の主体的な取組を一層支援していきます。 

 

○ 本報告書における評価や学識経験者の知見を生かし、工夫や改善を図りながら、新たに

策定した教育ビジョン（平成 30～39年度）を着実に推進していきます。今後も、こうした

点検・評価の取組みを通して、次代を担う子どもたちが地域や社会とのつながりの中でのび

のびと健やかに成長していけるよう、学校・家庭・地域の連携・協働により、新宿区の教育

の一層の充実に取り組んでいきます。 
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